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実施された児童福祉法（昭和22年　法律第
164号）の改正により、子どもに身近な地域
において必要な発達支援を受けられるように、
障がいの種別で区分されていた給付体系が通
所または入所の利用形態別に一元化された。
また、同法の改正に伴い、放課後等デイサー
ビス事業および保育所等訪問支援制度が創設
された。さらに、2016年の障害者総合支援法
（平成17年　法律第123号）の改正により、自
治体の医療的ケア児を支援する努力義務が規
Ⅰ．端緒
　日本では、出生数は減少する一方、保健医
療の進歩等に伴い、NICU（新生児集中治療室）
等に長期間入院した後、在宅医療等において
人工呼吸器等の管理や喀痰の吸引等の医療的
ケアを必要とする子どもの割合が増加する傾
向にある。
　在宅医療等を受ける病気や障がいのある子
どもを支援するために、日本では、2012年に
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保育内容「健康」の指導法にかかわる在宅医療を受ける
医療的ケア児の健康的な環境の確保
─ 国連一般的討議に基づいて ─
Ensuring a Healthy Environment for Children in Need of Constant
Medical Care who are Receiving Home Healthcare with Regards to 
Instructional Methods for Childcare Information Pertaining to “Health”
Based on a UN General Discussion
山　本　智　子
YAMAMOTO, Tomoko
　本稿では、国連一般的討議で検討された成果に基づいて、保育内容「健康」の指導法
にかかわるところの、在宅医療を受ける子どもが健康であるために確保する必要がある
環境の条件に関して検討した。
　在宅医療を受ける子どもには、身体的、精神的、社会的に健康であるための支援、な
らびに、教育を含む、発達支援が実施されている。
　国連一般的討議では、子どもの健康的な環境の確保に関して、有害な環境が子どもの
権利に与える影響、ならびに、環境にかかわる文脈で変化を起こす子どもの役割について、
国および企業との関係をふまえて検討することの重要性が確認された。
　子どもが健康であるための環境を確保するために、文化的生活への参加を促進すると
ともに、環境の整備を国の責務として子どもたちとともに発展させる必要がある。
― 292 ―
埼玉学園大学紀要（人間学部篇）　第19号
Ⅲ．結果
１．在宅医療を受ける医療的ケア児と環境
（１）生命・生存の確保、健康であるための
支援
　在宅医療を受ける子どもには、生命・生存
の確保に留まらず、身体的、精神的、社会的
に健康であるための支援が実施されている。
１）子ども支援
　第一の支援は、子どもを対象とした支援で
ある。
　子ども支援では、外来リハビリテーション
が実施されている。
　外来リハビリテーションは、理学療法科、
作業療法科および言語聴覚療法科にわたる総
合的な専門科で構成される。外来リハビリ
テーションでは、整形外科、小児科および障
がい児歯科等の専門診療科が相互に密接な連
携を図ることが目指されている。また、介護・
療育部門を設置し、日常的な遊びや季節ごと
の行事等をとおして、子どもが生活に楽しく
関わる力を高めることができるように支援さ
れている。医療機関に通院することが困難な
子どもには、訪問診療および訪問看護（リハ
ビリテーション）が実施される。
　さらに、子ども支援では、通所施設への移
行支援が実施されている。通所施設への移行
支援では、医師、療法士、看護師、介護士お
よび保育士等の援助を得て、日常生活や社会
生活に関わる生活支援や身体機能の回復が図
られている。
２）保護者支援
　第二の支援は、主に保護者を対象とした支
援である。
定された。それでもなお、在宅医療を受ける
子どもの発達支援にあたっては不十分さが指
摘されており、児童発達支援センター等にお
ける通所支援の機能の活用や保育等の他の制
度との連携等をとおして、十分な支援の確保
ならびにその質の向上のための検討が重ねら
れているところである。
　国連子どもの権利委員会は、2016年に、一
般的討議を開催し、健康であるための子ども
の権利としての環境に関して検討した１）。一
般的討議では、子どもが健康であるための環
境の重要性が指摘された。
　在宅医療を受ける子どもの健康と環境に関
して、先行研究では、重症の子どもの在宅医
療の現状と課題や２）、在宅医療の在り方が報
告された他に３）、家庭を中心とした教育環境
が調査された４）。
　本稿では、国連一般的討議で検討された成
果に基づいて、在宅医療を受ける子どもが健
康であるために確保する必要のある環境の条
件に関して検討する。
Ⅱ．目的および方法
　本稿の目的は、健康であるために権利とし
て確保すべき環境に関する検討をとおして、
在宅医療を受ける子どもの権利保障を発展さ
せることにある。
　以下では、在宅医療を受ける子どもに確保
されつつある環境に関して示したうえで、子
どもが健康であるために権利として確保する
ことが求められる環境の条件を挙げる。これ
らの結果に基づいて、在宅医療を受ける子ど
もに確保されつつある環境に関わる成果およ
び課題を指摘する。
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遊び、食事や入浴等の生活支援や、機能訓練
が実施されている。
２）地域移行支援
　第二の支援は、子どもの地域移行支援であ
る。地域移行支援では、障がいのある子ども
および家庭が社会に包摂される起点としての
位置づけの基に、子どもおよび家庭が地域で
生活するための包括的な支援が志向されてい
る。
　地域移行支援では、18歳以上の子どもや、
成人を対象とした支援も実施されつつある。
　運動や創作等の日常的な活動や、活動をと
おした仲間や職員との交流支援をはじめとし
て、地域交流スペースを活用した地域の人々
との社会的活動支援が実施されている。
　地域移行支援に関しては、地域との連携を
発展させる活動が活用されている。活用の例
としては、Web Page、機関誌や、公開講座
等で、活動および支援に関する情報を定期的
に公開していること等が挙げられる。
２．子どもの権利としての環境の確保
　国連子どもの権利委員会が開催した一般的
討議では、子どもの権利と環境の関係の理解
を促進し、環境に関わる課題に適切に対応す
るために、子どもの権利に関わる立法、政策
および実践に何が必要かを確認することが焦
点とされた。議論は、「子どもたちに有害な環
境」と、「環境の下落が子どもたちに与える影
響」をそれぞれのテーマとする、作業部会で
実施された。
　前者の「子ども達に有害な環境」に関して
は、生産や消費に関わる人間の活動から生じ
る危険な物質が、子どもが口にする食べ物や
飲料水、さらに、子どもが吸い込む空気にも
　保護者支援では、障がいおよび子ども理解
が支援されている。障がいおよび子ども理解
に関しては、遊びや生活等の観察の成果をふ
まえて、子どもの心身の発育・発達に関する
家庭との相互的な理解が支援されている。そ
の過程では、相談援助も活用されている。
　また、保護者支援では、両親教室が実施さ
れることがある。両親学級では、子どもの健
康や福祉に関わる保護者および保護者間での
学習が支援されている。
（２）教育を含む、発達支援
　さらに、在宅医療を受ける子どもには、教
育を含む、発達支援が実施されつつある。
１）通所支援施設の整備
　第一の支援は、児童発達支援センター等の
通所支援施設の整備である。
　乳児から措置される通所支援施設では、原
則、月曜日から金曜日までの週５日間にわ
たって、親子を対象とした、個別保育、年齢
別保育や、縦割り保育が実施されている。テー
マごとの遊びの積み重ねをとおして、感覚や
運動に関わる理解の深まりを促すために実施
される選択保育が実施されることもある。地
域の保育所等と連携した相互的な交流保育等
が実施される場合もある。また、通所支援施
設では、年間の行事として、入園式、遠足、
夏祭り、運動会、クリスマス会や、卒退園式
等が実施されている。年間の行事では、家族
で参加することができるように、開催日や開
催場所が配慮されている。この他に、通所支
援施設では、子どもだけが通所する預かり登
園が実施されていることがある。預かり登園
では、年齢および障がいの程度に応じて家庭
ととともに検討した個別支援計画に基づいて、
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見出され、その範囲が、子どもが生活する家
庭、学校、遊び場や、働く場所にも及ぶこと
が指摘された。また、多数の有害な化学物質
が、生誕前から、子どもの体内に取り込まれ
ていることにも言及された。
　一方、後者の「環境の下落が子どもたちに
与える影響」に関しては、まず、人間が自然
環境の一部であることが確認された。さらに、
環境の変化が、土壌、水、植物、動物や、天
候に影響を与えており、子どもの成長に関わ
る健康や、生活にも影響を与えていることが
指摘された。そして、環境の変化に多様な影
響を与えることに期待される子どもの権利の
役割に関わる議論へと発展された。
　そのうえで、作業部会で議論された成果と
して、第一に、有害な環境が子どもの権利に
関して与える影響が示された。具体的には、
以下の５項目が挙げられた。
　・子どもの生活を妨げる有害な環境は何
か？
　　健康への権利、生命・生存・発達への権
利、文化的な生活に参加する権利、教育
への権利、経済的搾取からの自由を含め
て、如何にして子どもの権利を行使する
か？
　・環境および子どもの権利に関して、何が
企業活動に影響を与えるか？
　・環境上の保護および有害性の文脈におい
て、何が子どもの特別な傷つきやすさを
定義する因子や状況か？
　・環境のリスク因子と子どもが直面する社
会的・文化的・経済的状況との何が関連
するか？
　・環境に関連して、何がある子ども集団を
脅威および差別に直面させるか？
　さらに、より近接的な課題として、以下の
項目が挙げられた。
　・子どもの権利に関連して、何が子どもを
虐待し、搾取し、環境のリスクにさらす
か？
　第二には、環境にかかわる文脈で変化を起
こす子どもの役割が示された。
　・如何にして、年齢、ジェンダーや、社会
的背景の異なる子どもが、環境の課題に
関して力や経験を活用することができる
か？
　　如何にして、これらのスキルが、環境を
保護する活動で用いられるのか？
　・如何にして、また、どの程度まで、子ど
もが子どもに影響を与える環境の課題に
ついての基本的な事実を発見し、環境に
関わる決定過程に参加し、環境が有害で
ある場合に正義を探求することができる
か？
　　何が子どもの権利の行使を妨害するか？
　・現在および未来の条約の権利の享受のた
めの環境を安全にするにあたって、教育
はどのような役割を果たすか？
　　第29条１項（e）で教育の目的として大
切にされた自然環境の尊重を発展させる
ことを如何にして実現しうるか？
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　・長期にわたる有害な環境からの子どもの
保護に関する国の義務は何か？
　・複数の国家間で子どもに影響を与える境
界を超えた環境の破壊に関する国の義務
は何か？
　・健康、安全、清潔および持続可能な環境
の享受に関して、子どもの権利の義務を
実施するための具体的な活動、方策およ
び可能な方法は何か？
　さらに、企業の役割として、以下の３項目
が示された。
　・子どもの権利の享受を妨げる有害な環境
に関わる取組に関する企業の役割は何
か？
　・如何にして、また、どの程度まで、子ど
もの権利を環境への影響を認識し管理す
ることを目的とした法人に関わる政策お
よび措置に反映できるか？
　・有害な環境の影響の認識および管理に適
用する場合に、子どもの権利を尊重する
ための法人の責任は何か？
Ⅳ．考察
　在宅医療を受ける子どもには、生命・生存、
健康、発達および教育に関わる環境が整備さ
れつつあることが成果として挙げられる。在
宅医療を受ける子どもには、治療をはじめ、
外来・訪問でのリハビリテーション、さらに、
児童発達支援センターや保育所等の通所施設
への乳幼児期からの移行支援、ならびに、通
　そして、第三には、安全、清潔、健康的で
衛生的な環境にかかわる子どもの権利に関す
る国の義務が示された。
　・子どもの権利の行使を伴った、有害な環
境に関わる取り組みに関する国の役割は
何か？
　・如何にして、また、どの程度まで、有害
な環境に関して、子どもの権利に関わる
現行の政策を実行できるか？
　・如何にして、また、どの程度まで、子ど
もの権利を評価、監視、予防、軽減、治
療および修復を目的とする立法、政策、
基準、制度、予算措置、計画および他の
活動に反映できるか？
　・安全、清潔、健康および持続可能な環境
に関して、何が子どもの権利を発展させ
る国の義務であるか？
　・環境に関わる決定過程において、何が第
三条一項で大切にされた子どもの最善の
利益を実施するか？
　・適切な環境に関する情報、環境の状況に
関わる参加の機会、効果的な治療および
修復に関して、何が子どものアクセスを
保障する国の義務であるか？
　・これらの義務が傷つきやすい子どもの保
護に関係しているか？
　・環境および子どもの権利に関わる企業の
影響に関する国の義務は何か？
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所施設の整備の検討が進められている。在宅
から地域への移行支援は、18歳以上の子ども
や、成人にも実施されつつあり、地域との連
携を発展させる活動も確認される。また、保
護者支援として、両親学級等を活用した、障
がいおよび子ども理解が促進されている。
　一方、課題として挙げられるのは、第一に、
文化的な生活への参加を確保することである。
　子どもの権利条約において、文化的な生活
に参加する権利を直接的に規定する条項は、
第31条である。第31条は、休息、余暇、遊び、
レクリエーション活動、文化的生活および芸
術に対する子どもの権利である。在宅医療を
受ける子どもが健康であるために、レクリ
エーション活動や、芸術を含む、文化的生活
を享受できる環境を確保する必要がある。ま
た、遊びが療育等の発達支援の手段として活
用されることの少なくない在宅医療を受ける
子どもには、遊びへの参加に関して、子ども
による自律性の行使を尊重することが求めら
れる。
　第二の課題には、子どもが経済的搾取から
自由であることが挙げられる。具体的には、
経済的な理由により、生命・生存・発達、健
康、教育へのアクセスに関わる個人あるいは
地域間の格差が在宅医療を受ける子どもに影
響を与えないことが求められる。
　そして、第三の課題に挙げられるのが、子
どもが子どもの在宅医療の発展に関して役割
を果たすことができることである。在宅医療
を受ける子どもにおいても、健康に関わる環
境の整備にあたっては、課題を見出し、課題
の解決に関わる決定過程に子どもが関与する
ことが促進されている。
　これらの課題に応えるために重視されるの
が、国の役割である。特に、国には、立法、
政策、基準、制度の制定、予算措置および計
画等をとおして、国としての責務を積極的に
果たすことに期待される。
Ⅴ．結論
　本稿では、在宅医療を受ける医療的ケア児
が健康であるために、権利として確保する必
要のある環境の条件に関して検討した。
　在宅医療を受ける医療的ケア児には、生命・
生存が保持され、健康であるための支援や、
教育を含む、発達を支援するための環境が整
備されつつある。
　子どもの権利として環境を整備するために
は、生命・生存、健康、発達および教育への
権利の他に、文化的活動に参加する権利を確
保する必要があり、これを実現するために、
子どもの役割や、国の責務が果たされること
が求められる。
　保育内容「健康」の指導法がかかわるとこ
ろの、在宅医療を受ける子どもが健康である
ための環境の確保にあたっては、文化的生活
への参加を促進するとともに、環境の整備を
国の責務として子どもたちとともに発展させ
る必要がある。
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